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「市民の目フォーラム北海道」会報 第 20号（201２年 4月） 

事務局   市川守弘法律事務所内 

（札幌市中央区大通西 11丁目 北海ケミカル札幌ビル７Ｆ） 

http://shimin-me.net/  ☎ 050-7524-8995 

e-mail  shimin-me.forum@kpa.biglobe.ne.jp 
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「市民の目フォーラム北海道」は、警察の様々な問題に関心のある幅広い市民が集まり、警察に関する情

「報や意見を交換し、真に市民のための開かれた警察実現のために活動しています。 

 

警察のノルマ その実態と弊害 

3 月 6 日 大阪府警泉南署交通課の警部補（57

歳）が飲酒運転のアルコール数値をねつ造したとし

て逮捕された。報道によると、大阪府警では飲酒運

転の検挙目標が警察署ごとに設定されていたとい

う。飲酒運転の検挙目標とは何か。筆者の体験でも

北海道警察には管理目標とか努力目標と呼ばれる

いわゆる“ノルマ”があらゆる部門に存在した。ノル

マは一般的に「個人や企業等に割り当てられた一定

時間内における労働・生産の最低基準量」とされる。

警察が数字で犯罪情勢等を把握する必要はあると

しても、警察官には強い権限が与えられているため、

件数だけにこだわると市民の日常生活に思わぬ影

響を及ぼすことになりがちだ。警察のノルマとはど

んなものか。 

 

合理的な根拠のない警察のノルマ 

ここに「平成 23年地域警察官の活動目標の設定

について」（平成 23年１月 27日 地域部長通達）が

ある。警視庁の交番等に勤務する警察官に対する

刑法犯と特別法犯の検挙件数の目標と職務質問に

よる検挙件数の目標が示されている。ここでは活

動目標とされているがこれは明らかにノルマだ。 

この数字が、警視庁管内を管轄する 97警察署に

割り振られ、地域警察官個人に割り当てられること

になる。その数値の根拠は何か。どんな弊害を生む

のか検証してみよう。 

           

総検挙数と職質検挙数             

＊刑法犯 殺人・強盗・放火・強姦・傷害・窃盗・     

     詐欺などの犯罪 

＊特別法犯 覚せい剤取締法違反、軽犯罪       

法違反、銃刀法違反、公職選挙                                          

    法反など刑法犯以外の犯罪

 

この数字は何を根拠に決まるのか。おそらく、そ

の警察署の地域警察官の数、管内の実態、過去何

年間の実績等を勘案して算出されたのだろう。こ

の表で分かるように、いずれも前年に比べて増え

ている。特に、特別法犯の職質検挙が前年対比で倍 

 

 

以上になっている。職質検挙を倍以上の目標数値

に設定するなら、人員が倍に増えるか、対象とする

犯罪が倍増しなければならない。そうした事情もな

いのに目標数字だけが増えるのは、ノルマが全く

根拠のない数字だからだ。 

総検挙件数 職質検挙数 総検挙件数 職質検挙数

平成22年の実績数字 36,767 14,313 10,360 6,371

平成23年の活動目標 36,842 15.087 11,438 13,437

　　　増減比較 75 774 1,078 7,066

刑法犯 　　　特別法犯

http://shimin-me.net/
mailto:shimin-me.forum@kpa.biglobe.ne.jp
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Asahikage.svg
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地域警察官（交番のお巡りさん等）の働き 警視庁

の「平成 22年中における地域警察官の検挙活動状

況について」によると、警視庁の犯罪検挙の 6 割か

ら 7 割を地域警察官が稼いでいることになってい

る。ところが、平成 22 年中はいずれも前年比マイ

ナスで、特に、特別法の検挙件数は 33.5%のマイナ

スになっている。なかでも、軽犯罪法の検挙件数が

44.2%のマイナスになっているのが目立つ。職質に

よる検挙も、その他の刑法犯を除き全ての罪種で

マイナスとなっていて、特に、軽犯罪法が 51.1%と半

減している。それが平成 23 年の活動目標の数字と

なって表れている。 

地域警察官は、見張・立番、徒歩・自転車警ら、自

動車警ら、列車警乗という勤務中に、職質により刑

法犯検挙総数のうち約 17%、乗り物盗のうち 47%、

占有離脱物横領事件のうち 86%を検挙したことに

なっている。 

地域警察官の検挙活動が重要・悪質事件の検挙

よりも有離脱物横領といった軽微な事件にその重

点が指向されていることが分かる。 

 

ここで、刑法犯以外の特別法犯検挙の中味をみ

てみる。警察庁の統計によると、特別法犯事件は平

成 22年中に約 8万 6千件が送致されている。主た

るものをあげると、覚せい剤取締法違反 16,778件、

軽犯罪法違反 16,265 件、迷惑防止条例違反 7,952

件、廃棄物処理法違反 6,524件、銃砲刀剣類所持等

取締法違反 5,846 件等となっている。軽犯罪法の

罰則は拘留又は科料だ。 

 

交通違反の取り締まりの実態 国民の日常生活に

密着した警察の交通違反の取り締まりの実態も同

じだ。警察は毎年約 800 万件の道路交通違反事件

を検挙（送致・告知）している。運転免許保有者数は

約 8,101万人、ドライバーの 10人に 1人が検挙され

ていることになる。ところが、悪質な違反とされる

無免許運転は約 3万 31千件（0.4%）、酒酔い運転は

約 800 件（0.01%）、酒気帯び運転

は約 3万 81千件（0.5%）に過ぎな

い。最も多いのは最高速度の約

236 万件だが、次いで多いのは携

帯電話等約 131 万件（16.44%）、一

時停止約 113万件（14.1%）等となっている。これらは

いずれも違反点数 1点の軽微な違反だ。 

 

ノルマの弊害 今回問題になった大阪府警の警部

補のようなケースは過去にも数多くある。警察ノル

マには多くの問題があるにも変わらず何故続けら

れているのか。警察は上意下達の組織である。警察

本部から根拠のないノルマが示されても警察署長

が異議を唱えることはない。現場の警察官も同じ

だ。それどころではない。現場の警察官はノルマ達

成度によって年間の勤務評定が決まり、成績優秀

者は表彰される。ときには毎月の超過勤務手当の

支給額にまで影響する。勤務評定は昇任、昇給にも

影響する。一方、長期の成績不振者は「要指導職員」

に指定され、幹部の厳しい監督を受け、場合によっ

ては左遷の対象になる。昇任などは及びもつかな

い。かくして、幹部はノルマの上に胡坐をかき、部下

をノルマの達成度だけで評価する。そして、マイルド

コントロールされた現場の警察官は自分たちが何

のために仕事をやっているかを見失うことになる。

その弊害の被害を受けるのは、多くの場合善良な

市民なのだ。 

 

  取調べ可視化のまやかし 

          可視化率 0.02%と引き換えに「捜査手法の高度化」 

 

最終報告を読む 松原仁国家公安委員長の私的諮

問機関「捜査手法、取調べの高度化を図るための

研究会」（以下「研究会」）が、2月 23日「最終報告」

をまとめて公表した。最終報告は、近年、真犯人の
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存在による人違いであることが明らかになるなど、

警察の取調べの在り方が厳しく問われる無罪事件

等が続き、警察捜査に対する国民の信頼が大きく

揺らいでいると警察捜査の現状を認め、取調べに

過度に依存してきた捜査を改める必要があるなど

としたものの、取調べの全過程の録画については、

直ちにこれを推進するとの結論に至らなかった。 

最終報告は、さらに「過度に自白に頼ることなく、

客観証拠による的確な立証を図ることを可能とす

るためにも、諸外国で導入されている捜査手法等

については、適正手続きの保障や国民の権利・利益

の侵害のおそれ等も十分考慮しつつ、速やかに導

入すべきである」と結論付けている。 

可視化は裁判員裁判のみ この最終報告を受けて、

警察庁は、今年 4 月から容疑者が否認している事

件でも試みとして実施するなど、裁判員裁判の対

象事件のうち可視化する割合を 50%以上に拡大す

るとともに、5 月からは知的障害者が容疑者の事件

でも新たに実施することを明らかにした。 

可視化の範囲も、今は取調べの最終段階に当た

る供述調書の読み聞かせの場面などに限っていた

が、逮捕の直後に容疑者から言い分を聞く「弁解録

取」のときや、否認していた容疑者が自白に転じた

あとの供述内容を確認するときなどさまざまな場

面に拡大するという。 

 

可視化拡大のまやかし この警察庁の方針は可視

化を拡大したことになるのか。警察はどのくらいの

取調べを行っているのか。刑法犯の検挙人員(交通

業過を除く)は 32 万 2,620 人、特別法犯送致人員

（（刑法犯、交通関係法令を除くすべての犯罪条例

で規定する者も含む)は 8万 6,006人、交通事故事

件送致人員70万0,917人、道交法等違反送致・告知

件数 806万 2,692人(1件 1人として)である。これ

らをトータルすると 917 万 2,235 人である。可視化

の対象になる裁判員裁判は、平成 22年中に全国の

地方裁判所が受理した刑事事件のうちわずか 2.1%

（1,797 人）に過ぎない。つまり、警察が被疑者とし

て取り調べた人員のうち 0.02%に過ぎないのであ

る。 

 

捜査手法の高度化 最終報告の第 3 では「捜査手法の高度化」が取り上げられている。研究会が検討する

べきとしている捜査手法は、ＤＮＡ型データベースの拡充、通信傍受の拡大、会話傍受、仮装身分捜査、量刑

減免制度、王冠承認制度、司法取引、刑事免責、証人を保護するための制度、被疑者・被告人の虚偽供述の処

罰化、黙秘に対する推定、刑法その他の実体法(刑罰法令)の見直し等、多岐にわたっている。

日弁連の見解 取調べの全面可視化を求める日弁連は、捜査手法の高度化について「捜査機関において客

観的な証拠を入手するために、不断に検討する必要があるところであり、最終報告では、いくつ

かの具体的検討を提言している。しかし、通信傍受の拡大等は、市民のプライバシーを侵害する

おそれが極めて強く、その必要性や相当性についての慎重な検討が不可欠であって、かりそめ

にも取調べの可視化と引き換えになされるようなことがあってはならない。」としている。 

国民への恫喝 最終報告は、代用刑事施設（警察

留置場）での長期勾留等の人質司法の問題には一

切触れていない。その上でわずか 0.02%の取調べ

の可視化と引き換えに、国民のプライバシーの権

利、黙秘権、供述拒否権等、憲法で保障されている

基本的な権利も放棄せよと要求しているのだ。            

これは国民に対する恫喝だ。取調べの可視化は、法

務大臣の諮問機関の法制審議会に設置された「新

時代の刑事司法制度特別部会」の審議に委ねられ、

取調べの録画の法制化についても検討がなされる

こととなった。法制審特別部会の審議の行方が注

目される。 

http://pixta.jp/graphic/2802460
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    不祥事が止まらない北海道警察 

     倫理観が欠如しているのは誰か    

 

今年になっても北海道警察（道警）の不祥事が止まらない。2月 11日、札幌厚別署留置管理課勤務の巡査 

長が、札幌ススキノのＳＭクラブで全裸になったとして、札幌中央署に公然わいせつの疑いで現行犯逮捕さ

れた。情報ではこのＳＭクラブは会員制で、この場には別の現職警察官もいたらしいが、かろうじて公然では

なかったらしいというウソみたいな噂がある。2 月 27 日には、苫小牧署副署長(警視)が部下の女性職員に

セクハラ行為を繰り返していたとして、停職処分を受け更迭された。 

止まらない不祥事 3 月 1 日には、警察庁に出向し

ていた警部と道警生活安全部の警部が風俗店経営

者から接待を受けていたとして停職処分を受けた。 

 3月9日には、苫小牧署長と道警本部交通部長が、

苫小牧署と取引のあった自動車修理業者と不適切

な交際をしたとして、道警本部長から注意処分を受

けた。苫小牧署長は、副署長のセクハラ行為でも訓

戒処分を受け更迭された。3月 16日には、札幌手稲

署の留置場の看守(巡査)が勾留中の男に携帯電話

を渡し、留置場で使わせていたことが発覚した。 

3月22日には札幌西署の地域課の警部補を停職、

巡査部長ら 12 人を本部長訓戒処分にした。警部補

らは窃盗や道交法違反事件 62 件分の捜査書類を

処理しないで放置していたという。 

 

現場の乱れの実態 昨年、警視庁捜査一課の警部

が捜査資料を事件関係者に渡したとして地方公務

員法違反で逮捕されたが、今年に入ってからも大

阪府警警部の証拠品ねつ造事件、佐賀県警警部の

事件関係者からの借金問題等が発覚している。道

警も例外ではない。警部といえば、警察組織にあっ

て中核となるべき幹部である。不祥事が警部にま

で拡大している事実はかなり深刻だ。 

1 月 26 日、警察庁は全国の警察職員の懲戒処分

者数を明らかにした。道警の懲戒処分者数は過去

最高の 31人に上り、警視庁に次いで全国ワースト 2

位という名誉ある？実績を上げた。警視庁の定員

は道警の 4 倍、定員当たりの処分率では天下の警

視庁をも上回る。そこで過去 5 年間の懲戒処分状

況と公表されていない懲戒処分以外の処分の開示

を請求した。懲戒処分以外の処分は、懲戒処分に至

らない比較的軽微な非違事案について警察本部長、

方面本部長、署長等が行う訓戒、注意の処分であ

る。この中には、幹部に対する部下への監督責任を

問う処分も含まれている。懲戒処分以外の処分は、

5 年間で懲戒処分の約５倍に及ぶ。その中味をみて

驚いた。私有車両によるスピード違反と不適切異性

交際事案が圧倒的に多いのだ。昔ながらの飲酒上

の信用失墜事案も散見されるが、現在の警察の現

場の乱れの実態がよく分る。 

規律の緩み 警察が摘発する交通違反で最も多

いのが最高速度違反である。ところが、取り締まる

側の多くの警察官もスピード違反を頻繁に繰り返し

ている。警察内部には遵法精神等は存在しないの

だ。交通違反と並んで圧倒的に多いのが不適切異

性交際事案だ。これには警察内部の異性との問題

と部外の異性との問題があるが、圧倒的に多いの

が内部の異性との不適切な交際だ。 

交番では男性警察官と勤務する女性警察官の

姿を見かける。パトカーに乗っている姿もよく見る

ようになった。警察では、平成 14 年度以降、毎年

1,000 人を超える女性警察官が採用されている。

警察内部で不倫等の男女間の乱れが生じ、全体の

規律の緩みになってい

る可能性がある。 

http://matome.naver.jp/odai/2129075699177656901/2129111013484147603
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道警の思惑 道警では、相次ぐ非違事案(注 通達

では不祥事ではなく非違事案)を受けて、組織の根

幹を揺るがしかねない危機的な事態に直面してい

るとして、再三にわたって道警本部長名の通達を出

している。曰く、1 身上把握・指導監督の強化、2 業務

管理の徹底、3 倫理観のかん養、４士気の高揚、

等々。 

在職中にもよく見た昔ながらの通達だ。警察にお

ける身上把握の意味は、職員の私生活の内容を把

握するということだ。必要なら幹部が家庭訪問を実

施するとある。まるで小学生並みだが、本当に幹部

が部下の家庭訪問をすることができるのか。通達の

なかには、退職予定職員に「退職後も守秘義務を厳

守する、現職職員に職務構成を害するような働きか

けや依頼しない」といった「誓約書」を提出させると

いったものもある。道警では、平成 15 年末に発覚し

た裏金疑惑のきっかけに内部の声を吸い上げるとし

て「監察目安箱」を設置したが、現在この「目安箱」

を本部長自らがチェックしているという。いつ｢目安

箱｣にやられるか、何時不祥事が起きるか、署長等

は疑心暗鬼になり戦々恐々だそうだ。道警の上層

部は、こんなことで、不祥事を防止できると本気に

考えているのだろうか。そして、こんなことで治安

維持ができるのか。 

 

キャリア官僚支配 昨年 10月、全国の都道府県警察

の不祥事に目を光らせる警察庁首席監察官だった

園田一裕氏が道警本部長(警視監)に就任した。 

8 月には道警の人事や組織を主管する警務部長

に内閣官房参事官から大賀真一氏(警視長)が就任

している。 

3 月 26 日には北海道警察学校長にキャリア官僚

である警察庁捜査第一課理事官篠原英樹氏（警視

正）が着任した。道警は既に 1月に「きずなプロジェ

クト」（道警刷新強化委員会）を発足させて、警部補

以下が中心となり現場から提案するボトムアップで

再発防止を進めるという。大賀警務部長は「上意下

達では必ずしも全員に浸透しない。職員に不祥事

の防止を自らのこととして考え、実行してもらう」と

している。(平成 24年 3月 17日 朝日新聞) 

今はやりの”きずな”を使ったり、下からの意見を

取り上げるといった柔軟な姿勢を打ち出した。しか

し、警部補以下がそう簡単に“不祥事を自らのこと”

として考えるだろうか。甚だ疑問だ。春の定期異動

では、非違事案防止のため監察官室の体制を従来

の 3班 12人から 4班 16人に増員したという。これ

により警察署への巡回指導を強化するという。これ

は現場に対する締め付けの強化だろう。多くの人

員を割いて内部管理の強化することが道民の信頼

に応えることになるのか。これも道民の税金だ。道

民のためにやることは沢山あるだろう。 

さらに、道警の警察学校教官に警視庁の警察学

校教官を数人受け入れ、道警警察学校の教官を警

視庁警察学校と関東管区警察学校に出向させると

いう。不祥事が相次ぐ要因には｢職員の倫理観の欠

如｣があるとして、職員の教育を行う警察学校の体

制を見直そうというものだ。 

北海道警察学校で 2度の教官の経験がある斉藤

邦雄氏（元道警弟子屈警察署次長）は「道警察学校

の教官は、優秀な人が揃っているはずです。そこに

警視庁から教官ですか。道警は随分と見下げられ

たものですね。」と語る。警察学校の教官は、勤務成

績優秀な幹部の中から選抜されて警察大学で一定

期間研修を受けた者が就任している。  

斉藤氏の説明では、学生に対する学習指導案は、

警察庁の各部局で作ったものを警察庁の教養課が

まとめて都道府県警察に示された内容に自分の経

験等を加味して作成していたという。無論、それは

学校長に報告し道警本部教養課にも報告していた

という。 

ついでだが、警察学校で初任科生の教育に使う

教科書は、法人警察協会が出版したものが使われ

ている。警察学校の体制の見直しの狙いは何か。お

そらく、これまで以上に厳しい訓練を課し卒業前に

警察官としての不適格者を排除しようとするのだ

ろう。そんなことで、現場で市民のために働く警察

官が生まれると思うのか。警察学校を卒業しても教
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官と教え子の関係は続き、警察学校同期の絆は担

当教官を中心に退職しても続く。警察官にとって教

官とはそうした関係だ。そうした絆こそが非違事案

の防止に役立っているはずだ。 

キャリア官僚の虚像と実像 一握りのキャリア官僚が支配する我が国の警察だが、道警に出向してきた数多

くのキャリア官僚。彼らは、豪華な公宅を与えられ、黒塗りの運転手付きの公用車で送り迎えだ。広い応接セ

ット付きの執務室、秘書官もつく。転勤のとき裏帳簿を持ち去った人、ヤミ手当が少ないと増額を要求した人、

趣味の乗馬が高じて騎馬隊を作ると言いだした人、人事は警務部長の専権事項だと豪語した人、警察署長

等に次のポストを約束し歩いた人、高級クラブのママさんと懇ろだった人、東大出のキャリア臭をぷんぷんさ

せた人等々、やりたい放題だった。 

 

倫理観の欠如は 今から８年ほど前、道警本部長は

道民に裏金は無いと明言し、最後は、裏金はあった

が、上層部は関与していなかった、裏金を私的には

使わなかったと前言を翻した。当時の本部長や裏

金疑惑の責任者だった総務部長は未だに裏金は知

らなかったと公言している。現場の多くの警察官は、

この説明が事実と異なることを知っていた。キャリ

ア官僚や道警の上層部は、道民の信頼よりも組織

防衛と自らの保身の道を選んだ。｢倫理観が欠如｣

していたのはキャリア官僚らだった。襟を正すべき

は彼らだ。現場の警察官にとって、警察庁から来た

キャリア官僚は雲の上の人だ。誰でも同じなのだ。

道警は今、8 年前の道民に対する裏切り行為のツケ

を支払っているのだ。そうした反省に立たない限り、

非違事案はこれからも続く。

 

高田昌幸さんが「真 実 新聞が警察に跪いた
ひざまずいた

日
ひ

」を出版 

ジャーナリストで元北海道新聞報道本部次長。北海道新聞と北海道警察の対立を

決定的にした裏金報道。道警は、道新の社内不祥事や掲載記事の隙につけ込み、追

及報道を断念さようと動く。一方の道新も、警察情報の不足に苦しみ、ついには道

警との和解を目指し「秘密交渉」に乗り出す……。（柏書房、税込 1,995円） 

 ３月２８日には、｢真 実｣の刊行を記念

して、紀伊國屋書店札幌本店１階インナーガーデンで著者の高田

さんのほか、元共同通信記者でジャーナリストの青木理さん、元道

警釧路方面本部長で「市民の目フォーラム北海道」代表の原田宏

二によるスペシャルトークセッションが行われた。メディアは何故、

何時から権力監視という最大の役割を放棄してしまったのか・・・。 

 ←(トークセッションの写真)  

                    

編集後記 2 月 11日「市民の目フォーラム北海道」の総会が開催された。昨年の講演会、テレビ出演、イベン

ト参加、国賠訴訟支援等の活動があり、さらに本年度の事業計画として、大学生等を対象とする出張・講義実

施することが承認された。また、原田代表の代表継続問題が話しあわれた。「原田代表無しではこの会は存

続しない、本人が、疲れた時決めてもいいのではないか」という意見、「次期代表にふさわしい人に継続して

もらおう。この会の役割はこれからだ」 最後に、会計中間報告が提示され閉会となった。      

 なお、３月末の相談ＢＯＸ受理件数は４９件だったが、ページ数の関係で集計表の掲載は省略した。 夢子 

電話やメールで気軽にご相談下さい。秘密は厳守します。相談は無料です。 

相談窓口   ☎ 050-7524-8995   e-mail  shimin-me.forum@kpa.biglobe.ne.jp 

mailto:shimin-me.forum@kpa.biglobe.ne.jp

